
第105回
定時株主総会招集ご通知

日　時

令和６年３月27日（水曜日）午前10時
　　　　　　 （開場　午前９時15分）

場　所

兵庫県加古川市加古川町溝之口800番地
加古川プラザホテル２階
（末尾の｢株主総会会場ご案内図｣をご参照ください。）

書面またはインターネット等による議決権行使期限
令和6年3月26日（火曜日）午後5時20分まで
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決議事項

第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役

を除く。）７名選任の件

令和4年9月1日施行の改正会社法により、株主総会資料をウェ
ブサイトに掲載し、そのアドレスなどを書面により通知する
「株主総会資料の電子提供制度」が開始されました。
本株主総会につきましては、株主様の利便性を考慮し、あわ
せてこれまでどおり株主総会資料を書面で郵送いたします。

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。

　

証券コード  4025



議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力ください。

開催日時 行使期限 行使期限

令和６年３月27日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時15分）

令和６年３月26日（火曜日）
午後５時20分到着分まで

令和６年３月26日（火曜日）
午後５時20分入力完了分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに議案に対する賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

第１、２号議案
⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対の場合 「否」の欄に〇印

第３号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対の場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に反対する場合
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

　書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

1



インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
※機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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証券コード：4025
令和６年３月８日

株 主 各 位 兵庫県加古川市別府町緑町2番地

代表取締役社長 多 木 隆 元

当社ウェブサイト https://www.takichem.co.jp/ir/sokai/index.html

　

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　

第105回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第105回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本定時株主総会の株主総会参考書類等（議決権行使書用紙を除く）の内容である情報（電子提供措置事
項）は、電子提供措置をとっておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださ
いますようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、東京証券取引所（東証）のウェブサイトでも電子提供措置をとっております。以
下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスのうえ、「銘柄名（会社名）」に「多木
化学」または証券「コード」に「4025」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類 /PR情
報」の順に選択して、ご確認いただけます。

　なお、同封の「議決権行使書」のご返送、またはインターネット等により議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、令和６年３月26日（火曜日）午後５時20分
までに議決権を行使いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
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■１ 日 時 令和６年３月27日（水曜日）午前10時　（開場　午前９時15分）
■２ 場 所 兵庫県加古川市加古川町溝之口800番地

加古川プラザホテル２階
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

■３ 目的事項
報告事項 １. 第105期（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の内

容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第105期（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

記

以　上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、３ページ記載のインターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに

掲載させていただきます。
●当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲げる事項については、書面交付請求をいただいた株主様に対し

て交付する書面には記載しておりません。
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
従って、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面は、監査等委員会が監査した事業報告、会計監査人及び
監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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株主総会参考書類 議案及び参考事項

　期末配当に関する事項

第1号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　当社は、株主への利益還元を重要な経営課題として位置づけ、安定した配当を継続することを基本方針
としております。また、企業の持続的発展と企業価値の向上を図るため、設備投資、研究開発投資及び合
理化投資等にも配分いたしたいと存じます。
　第105期の期末配当につきましては、企業体質の強化、将来の事業展開、業績のほか諸般の事情を総合
的に勘案するとともに、株主の皆様のご支援にお応えすべく、１株当たり45円の普通配当に本社新社屋
建設を記念し５円の記念配当を加え、50円といたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金50円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は423,306,200円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　令和６年３月28日といたしたいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案
（取締役会の招集権者および議長）
第24条　取締役会は、法令に別段の定めがある場

合を除き、取締役社長がこれを招集し、
議長となる。

２．取締役社長に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が取締役会を招集し、議
長となる。

（取締役会の招集権者および議長）
第24条　取締役会は、法令に別段の定めがある場

合を除き、取締役会の決議によりあらか
じめ取締役会が定めた取締役がこれを招
集し、議長となる。

２．当該取締役に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が取締役会を招集し、議
長となる。

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　取締役会の公正性、透明性及び客観性の向上を図るため、取締役会の招集権者及び議長に独立社外
取締役を選任できるよう、当社定款第24条を変更するものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。
　なお、下記条文以外は現行定款どおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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候 補 者
番 　 号

1
再任

た

多
 

 
き

木
 

　
 

 
た か

隆
 

 
も と

元 （昭和29年６月23日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 18,029株

昭和    52年    4 月 当社入社
平成    4 年    3 月 当社経理部長
平成    5 年    3 月 当社取締役
平成    7 年    3 月 当社常務取締役
平成    8 年    3 月 当社代表取締役専務取締役
平成    9 年    3 月 当社代表取締役社長（現）

■ 取締役候補者とした理由
　各部門における経験を通じて当社業務全般に関する幅広い経験と知識を有しており、これまでの当社代
表取締役社長としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすこと
が期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

候 補 者
番 　 号

2
再任

た

多
 

 
き

木
 

　
 

 
か つ

勝
 

 
ひ こ

彦 （昭和58年11月７日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 9,791株

平成    20年    4 月 当社入社
令和    2 年    9 月 当社経理部担当部長
令和    3 年    3 月 当社取締役上席執行役員 経理部担当
令和    4 年    3 月 当社取締役上席常務執行役員 肥料営業部・化学品営業部統括、経理部担当
令和    5 年    3 月 当社取締役上席専務執行役員

肥料営業部・化学品営業部統括、経理部・資材部担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　肥料製造、化学品製造、生産技術、購買、経理、肥料営業、化学品営業の各部門における経験を通じて
当社業務全般に関する幅広い経験と知識を有しており、これまでの当社取締役上席専務執行役員としての
実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できることか
ら、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

第3号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお願いするものであります。
　　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役（監査等委員である取締役を除

く。）候補者について適任であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。
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候 補 者
番 　 号

3
再任

か な

金
 

 
じ

治
 

　
 

 
ひ さ

久
 

 
も り

守 （昭和36年１月10日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 6,032株

昭和    58年    4 月 当社入社
平成    25年    4 月 当社肥料営業部長
平成    28年    3 月 当社理事
平成    29年    3 月 当社取締役
令和    2 年    3 月 当社取締役上席執行役員 肥料営業部担当、肥料営業部長
令和    3 年    3 月 当社取締役上席執行役員 肥料営業部・化学品営業部担当
令和    5 年    3 月 当社取締役上席常務執行役員 肥料営業部・化学品営業部担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　営業部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社取締役上席常務執
行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待
できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

候 補 者
番 　 号

4
再任

ま さ

正
 

 
き

木
 

　
 

 
た か

貴
 

 
ひ さ

久 （昭和37年11月24日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 2,305株

昭和    60年    4 月 当社入社
平成    25年    4 月 当社総務人事部長
平成    29年    2 月 当社総務人事部担当部長

しき島商事株式会社代表取締役社長
平成    29年    3 月 当社理事
令和    2 年    3 月 当社取締役上席執行役員 総務人事部担当
令和    4 年    3 月 当社取締役上席執行役員 総務人事部・内部監査部担当
令和    5 年    3 月 当社取締役上席執行役員 総務人事部・内部監査部・不動産事業部担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　営業部門、総務人事部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有するとともに、子会社におい
ても会社経営に携わった経験を有しており、これまでの当社取締役上席執行役員としての実績を踏まえ、
経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できることから、引き続き取締
役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

5
再任

い

井
 

 
づ つ

筒
 

　
 

 
ひ ろ

裕
 

 
ゆ き

之 （昭和40年10月19日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 1,845株

平成    2 年    1 月 当社入社
平成    27年    4 月 当社経営企画部長
令和    2 年    3 月 当社執行役員
令和    3 年    3 月 当社取締役上席執行役員 経営企画部・内部統制室担当
令和    4 年    3 月 当社取締役上席執行役員 経営企画部・ＣＳＲ担当（現）

■ 取締役候補者とした理由
　研究開発部門、経営企画部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当
社取締役上席執行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果
たすことが期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

候 補 者
番 　 号

6
再任

す ず

鈴
 

 
き

木
 

　
 

 
ご

吾 
ろ う

郎 （昭和39年12月10日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 1,907株

昭和    62年    4 月 当社入社
平成    27年    4 月 当社技術部長
令和    2 年    3 月 当社執行役員
令和    3 年    4 月 当社本社工場副工場長
令和    4 年    3 月 当社取締役上席執行役員 研究所担当、研究所長
令和    5 年    3 月 当社取締役上席執行役員 研究所担当、研究所長、

きのこ事業化プロジェクトチーム担当、リーダー（現）

■ 取締役候補者とした理由
　研究開発部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社取締役上席執
行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たすことが期待
できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候 補 者
番 　 号

7
再任

いずみ

泉
 

 
 

　
 

　
 

 
か ず

一
 

 
な り

成 （昭和40年１月４日生）
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式の数 2,707株

昭和    63年    4 月 当社入社
平成    28年    4 月 当社エンジニアリング部長（現）
令和    2 年    3 月 当社執行役員
令和    3 年    4 月 当社執行役員 本社工場副工場長
令和    4 年    3 月 当社上席執行役員 本社工場長
令和    5 年    3 月 当社取締役上席執行役員 本社工場担当、本社工場長（現）

■ 取締役候補者とした理由
　研究開発部門、製造部門を中心に当社業務に関する豊富な経験と知識を有しており、これまでの当社取
締役上席執行役員としての実績を踏まえ、経営の重要事項の決定や業務執行の監督に十分な役割を果たす
ことが期待できることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　
(注) １. 候補者当社取締役上席専務執行役員多木勝彦氏は当社代表取締役社長多木隆元氏の長男であります。

２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、本議案でお諮りする候補者全員との間で以下の内容を概要と

する補償契約を締結する予定です。
（補償契約の内容の概要）

①補償する範囲
会社法第430条の２第１項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償いたします。

②職務の適正性が損なわれないようにするための措置
補償の要否及びその範囲等については、取締役会が判断を行うこととしております。

③補償の対象としない場合
・争訟費用のうち通常要する費用の額を超える部分
・当社が損害金等を賠償するとすれば被補償者である取締役（以下「被補償者」といいます。）が当社に対して会社法

第423条第１項の責任を負う場合には、損害金等のうち当該責任に係る部分
・被補償者がその職務を行うにつき悪意または重大な過失があったことにより責任を負う損害金等の全部

④被補償者が補償金の全部または一部を当社に返還する場合
・被補償者が自己もしくは第三者の不正な利益を図りまたは当社に損害を加える目的で職務を執行したことが判明した

場合は、補償を受けた費用等の全部
４. 当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、本議案でお諮りする候補者の全員は取締役として、すでに当該保険契約の被保険者となっております。本議案が原
案どおり承認可決された場合、監査等委員でない取締役として候補者全員を被保険者とする保険契約を同内容で更新予定
であります。

（保険契約の内容の概要）
①被保険者の実質的な保険料負担割合

保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
②填補の対象となる保険事故の概要

特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った
行為の場合等一定の免責事由があります。

③役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしております。
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氏名 職位 企業経営
財務/
会計/

金融経済
法務/

ﾘｽｸ管理
人事労務/
人材開発

営業/
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 製造/品質 研究開発

IT/
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ

情報ｾｷｭﾘﾃｨ
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ/

ESG

多木 隆元 代表取締役会長 ● ● ● ●

多木 勝彦 代表取締役社長 ● ● ● ●

金治 久守 取締役
上席常務執行役員 ● ●

正木 貴久 取締役
上席常務執行役員 ● ● ● ●

井筒 裕之 取締役上席執行役員 ● ● ● ●

鈴木 吾郎 取締役上席執行役員 ● ● ●

泉　 一成 取締役上席執行役員 ● ● ● ●

下山 昌彦 取締役
常勤監査等委員 ● ●

田村 弘昭 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

岩木 達郎 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ●

重田 昇三 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

北嶋 紀子 独立社外取締役
監査等委員 ● ● ●

ご参考：取締役の多様性マトリックス

　第３号議案及び本定時株主総会終了後開催予定の取締役会で役付執行役員及び執行役員選定の件が承認
された場合の取締役会・監査等委員会の構成及び各取締役に対して特に専門性・経験を活かすことを期待
する分野は下記のとおりです。

（注）１. 各人の有する専門性と経験のうち主なもの最大４つに●印をつけております。
２. 上記の企業経営は社内取締役については代表取締役経験者（主要子会社含む）に、社外取締役については

他社での社内取締役経験者に●印をつけております。
以　上
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ご参考：社外取締役の独立性基準

社外取締役の独立性は、会社法に定める社外要件及び株式会社東京証券取引所が定める独立性基準に加
え、最近において次の各要件のいずれにも該当しないことを判断の基準とします。

１．当社の大株主（直近の事業年度末において直接・間接に10％以上の議決権を保有する者）またはそ
の業務執行者

２．当社を主要な取引先（直近の事業年度の年間連結売上高の２％を超える取引先。以下同じ。）とする
者またはその業務執行者

３．当社の主要な取引先またはその業務執行者

４．当社の会計監査人の代表社員または社員

５．当社より、役員報酬以外に年間1,000万円を超える金銭その他財産上の利益を得ているコンサルタン
ト、弁護士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者

６．当社より、年間1,000万円を超える寄付を受けた団体に属する者

７．当社の社外取締役としての任期が８年を超える者
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添付書類
事業報告 （令和5年1月1日から令和5年12月31日まで）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項

報告セグメント別売上高

報告セグメント 売 上 高（百万円）

ア グ リ 9,989

化 学 品 15,745

建 材 3,215

石 油 1,942

不 動 産 1,357

運 輸 2,602

合　　計 34,852
　

アグリ
9,989

化学品
15,745

建材
3,215

石油
1,942

不動産
1,357

運輸
2,602

合計
34,852
百万円

１．事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、経済社会活動の正常化が進む中で、各種政策の効果もあって、
緩やかに回復しているものの、物価の上昇や金融資本市場の変動等の影響による下振れリスクなど不透明
な状況で推移しました。
　このような環境の中、当社グループにおいては令和３年１月から推進している「中期経営計画2023」
に基づいて、既存事業の収益力向上などに努めたものの、当連結会計年度の売上高は348億52百万円
（前期は358億46百万円）、営業利益は原料価格やエネルギーコストの上昇もあり９億12百万円（前期
は27億51百万円）、経常利益は13億37百万円（前期は31億44百万円）、親会社株主に帰属する当期純
利益は13億56百万円（前期は20億56百万円）となりました。
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２．設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は21億46百万円であり、その
主なものは、本社新社屋の建設及び不動産事業での土地等の取得であります。
　また、当連結会計年度において継続中の主要設備の新設等は、本社新社屋の建設及び化学品事業での超
高塩基度ポリ塩化アルミニウム製造設備増強であります。

３．資金調達の状況
　当連結会計年度において、新株発行及び社債発行等の特段の資金調達は行っておりません。

４．事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

５．他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

６．吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

７．他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

14



区　　分 令和２年度
第102期

令和３年度
第103期

令和４年度
第104期

令和５年度
第105期

（当連結会計年度）

売 上 高 (百万円) 30,175 32,812 35,846 34,852

経 常 利 益 (百万円) 2,166 2,982 3,144 1,337

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 1,559 1,916 2,056 1,356

１株当たり当期純利益 (円) 180.37 221.46 237.53 156.86

総 資 産 (百万円) 42,939 46,037 50,323 51,299

純 資 産 (百万円) 27,079 29,378 32,057 33,899

１株当たり純資産額 (円) 3,114.67 3,378.42 3,689.28 3,994.74

30,175

第102期

32,812

第103期

35,846

第104期

34,852

第105期

■ 売上高 （単位：百万円）

2,166

第102期

2,982

第103期

3,144

第104期

1,337

第105期

（単位：百万円）■ 経常利益

1,559

第102期

1,916

第103期

2,056

第104期

1,356

第105期

（単位：百万円）■ 親会社株主に帰属する当期純利益

８．財産及び損益の状況の推移

(注) １. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除
した期末発行済株式総数により算出しております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日）等を第104期の期首から適用しており、第
104期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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会　　社　　名 資　　本　　金 当社の出資比率 主　要　な　事　業　内　容

しき島商事株式会社 90百万円 100.0％ 石油の販売

多 木 建 材 株 式 会 社 90百万円 90.1％ 石こうボードの製造・販売

多 木 商 事 株 式 会 社 45百万円 100.0％ 海上、陸上輸送

９．重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社との関係
　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況（令和５年12月31日現在）

10．対処すべき課題
　企業が持続的に成長するためには、事業の競争力を高めて収益を確保し、発展、存続を図る必要が
あります。同時に、社会の一員として社会や環境の問題に真摯に向き合い、社会の発展や課題解決に
貢献することは、企業価値を本質的に向上させるために必要な要素であります。「中期経営計画
2028」では４つの基本方針を掲げ、財務・非財務の両面から企業価値の向上に取り組んでまいりま
す。

(1) 成長事業への積極的投資と新事業の創出
　成長事業に対しては、積極的な投資によって事業の早期拡大を実現していきます。メディカル材
料、コラーゲン材料は、品質や機能の向上によりライフサイエンス分野への展開を推進します。アル
ミニウム化合物やナノ材料などの機能性材料は顧客ニーズや技術動向を踏まえ開発と拡販に取り組み
ます。完全人工栽培に成功した「バカマツタケ」は、早期事業化を進めます。また、新事業・新商品
の創出に関しては、自社開発に加え、産官学連携、Ｍ＆Ａ、海外進出などについても積極的に検討し
てまいります。
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(2) 既存事業の深化による収益力向上
　アグリ事業は、国内需要のさらなる縮小が予想される中、生産の合理化、物流の効率化などの取り
組みの徹底に加え、農業関連の周辺領域の開拓により事業の拡大に努めます。化学品事業の水処理薬
剤は、環境配慮型の水処理薬剤の市場浸透が進んできており、引き続き拡販に努めるとともに、気候
変動に伴う水質の変化に対応した薬剤の開発等により新たな収益機会の獲得をめざします。不動産事
業は、事業拡大と地域社会への貢献の両立をめざし、自社開発エリアを中心としたコンパクトシティ
化に取り組みます。

(3) サステナビリティ・トランスフォーメーションの実践
　「サステナビリティビジョン2030」で定めた４つのマテリアリティ、重要課題への取り組みを推
進します。特に温室効果ガス削減を含む気候変動への対応、人的資本経営の推進、ＤＸの推進など、
当社グループの持続的な成長、発展に向けた取り組みにより企業価値の向上を図ります。

(4) ＧＲＣの推進
　進展するビジネスのグローバル化、ＩＣＴの急速な発達など、企業を取り巻く経営環境の変化がま
すます激しくなる中、対応すべきリスクや要求されるコンプライアンスも複雑化・多様化してきてお
ります。ガバナンス（Ｇ）、リスク管理（Ｒ）、コンプライアンス（Ｃ）を一体的に捉え、責任ある
企業活動を推進します。

　経営の基本方針である企業の持続的発展と企業価値の向上に努めてまいりますので、株主各位におか
れましては、何卒変わらぬご支援、ご協力をお願い申しあげます。

11．主要な事業内容（令和５年12月31日現在）
(1) 肥料、化学品及び石こうボードの製造・販売
(2) 石油の販売
(3) 不動産の賃貸
(4) 海上、陸上輸送
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本 社 兵庫県加古川市
支 店 東京都中央区
営 業 所 仙台市、東京都中央区、名古屋市、大阪市、兵庫県加古川市、北九州市
工 場 兵庫県加古郡播磨町、千葉県市原市、北九州市
研 究 所 兵庫県加古川市
商業施設 兵庫県加古川市

しき島商事株式会社 兵庫県加古川市
多木建材株式会社 兵庫県加古川市
多木商事株式会社 兵庫県加古川市

12．主要な営業所及び工場（令和５年12月31日現在）
(1) 当社

(2) 子会社

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減数

609名 10名増

13．使用人の状況（令和５年12月31日現在）

(注) 上記の使用人数には臨時雇用者は含んでおりません。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 80百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ  Ｆ Ｊ 銀 行 40百万円

14．主要な借入先の状況（令和５年12月31日現在）
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Ⅱ 会社の状況に関する事項

(1) 発行可能株式総数 30,400,000株
(2) 発行済株式の総数 9,458,768株
(3) 株主数 4,715名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 691千株 8.16％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 339 4.01

三 菱 Ｕ  Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 302 3.57

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 297 3.51

株 式 会 社 中 国 銀 行 286 3.38

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 237 2.81

日 本 マ タ イ 株 式 会 社 223 2.64

三 菱 商 事 株 式 会 社 210 2.49

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 200 2.37

株 式 会 社 イ ト ー ヨ ー カ 堂 200 2.36

株 式 数 交 付 対 象 者

取締役(監査等委員である取締役を除く。) 4,578株 7名

１．株式の状況（令和５年12月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

(注) １. 当社は、自己株式(992,644株)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した株式の状況
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(6) その他株式に関する重要な事項
　当社は、令和５年11月27日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み
替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得について決議し、以下のとおり取
得いたしました。
ア．取得した株式の種類　　　　当社普通株式
イ．取得した株式の総数　　　　200,000株
ウ．取得価額　　　　　　　　　647,197,995円
エ．取得期間　　　　　　　　　令和５年11月28日～令和５年12月14日
オ．取得理由　　　　　　　　　株主への利益還元の向上を図るとともに、経営環境の変化に

対応した機動的な資本政策を遂行するため。

２．新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

＊取 締 役 社 長 多 木 隆 元

＊取 締 役
上席専務執行役員 多 木 勝 彦 肥料営業部・化学品営業部統括、経理部・資材部担当

取 締 役
上席常務執行役員 金 治 久 守 肥料営業部・化学品営業部担当

取 締 役
上 席 執 行 役 員 正 木 貴 久 総務人事部・内部監査部・不動産事業部担当

取 締 役
上 席 執 行 役 員 井 筒 裕 之 経営企画部・ＣＳＲ担当

取 締 役
上 席 執 行 役 員 鈴 木 吾 郎 研究所担当、研究所長

きのこ事業化プロジェクトチーム担当、リーダー

○取 締 役
上 席 執 行 役 員 泉 　 一 成 本社工場担当、本社工場長

エンジニアリング部長

○取 締 役
常 勤 監 査 等 委 員 下 山 昌 彦

取 締 役
監 査 等 委 員 田 村 弘 昭

取 締 役
監 査 等 委 員 岩 木 達 郎 岩木達郎税理士事務所所長

取 締 役
監 査 等 委 員 重 田 昇 三

○取 締 役
監 査 等 委 員 北 嶋 紀 子

フェニックス法律事務所共同代表
ダイトロン株式会社社外監査役
大栄環境株式会社社外監査役

３．会社役員の状況
(1) 取締役の状況（令和５年12月31日現在）

(注) １. ＊印は代表取締役であります。
２. ○印は令和５年３月29日開催の第104回定時株主総会において、新たに選任され就任した取締役であります。
３. 取締役松井重憲氏、取締役（監査等委員）安福成行氏、阪口誠氏は任期満了により、令和５年３月29日開催の第104

回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。
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氏　　　名 異　　　　動　　　　前 異　　　　動　　　　後 異 動 年 月 日

多 木  勝 彦

取締役上席常務執行役員
肥料営業部・化学品営業部統括
経理部担当

取締役上席常務執行役員
肥料営業部・化学品営業部統括
経理部・資材部担当

令和５年２月17日

取締役上席常務執行役員
肥料営業部・化学品営業部統括
経理部・資材部担当

取締役上席専務執行役員
肥料営業部・化学品営業部統括
経理部・資材部担当

令和５年３月29日

金 治  久 守 取締役上席執行役員
肥料営業部・化学品営業部担当

取締役上席常務執行役員
肥料営業部・化学品営業部担当 令和５年３月29日

正 木  貴 久 取締役上席執行役員
総務人事部・内部監査部担当

取締役上席執行役員
総務人事部・内部監査部・不動産事業部担当 令和５年３月29日

鈴 木  吾 郎 取締役上席執行役員
研究所担当、研究所長

取締役上席執行役員　研究所担当、研究所長
きのこ事業化プロジェクトチーム担当、リーダー 令和５年３月29日

４. 当事業年度中の取締役の担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであります。

５. 取締役（監査等委員）田村弘昭、岩木達郎、重田昇三、北嶋紀子の４氏は、社外取締役であります。
６. 取締役（監査等委員）岩木達郎氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
７. 情報収集の充実を図り、内部統制部門との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するた

めに下山昌彦氏を常勤の監査等委員として選定しております。
８. 当社は、取締役（監査等委員）田村弘昭、岩木達郎、重田昇三、北嶋紀子の４氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
９. 当社と各取締役（監査等委員）とは、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度
額であります。

1０. 当社は、優秀な人材の確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結
しております。
①被保険者の範囲　当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員
②保険契約の内容の概要

イ．被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

ロ．填補の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為であること
を認識して行った行為の場合等一定の免責事由があります。

ハ．役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしており　　　
ます。

1１. 取締役を兼務していない執行役員は、以下の５名であります。
専務執行役員　　　松井重憲（本社工場統括、品質保証部・物流部担当）
執行役員　　　　　田中秀樹（多木建材株式会社代表取締役社長）
　　　　　　　　　橋本成人（多木商事株式会社代表取締役社長）
　　　　　　　　　磯田　茂（本社工場副工場長、肥料製造部長）
　　　　　　　　　大橋　正（総務人事部担当部長、しき島商事株式会社代表取締役社長）
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(2) 当事業年度に係る役員の報酬等
① 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項
　監査等委員でない取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受ける財産上の利益
（以下「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって定め、監査等委員である取締役の報酬等
は、株主総会の決議によって定めることを基本方針としております。

報酬等限度額
　監査等委員でない取締役の報酬等限度額は固定報酬と業績連動報酬である役員賞与を合わせて年額
２億20百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、監査等委員である取締役の
報酬等限度額は年額60百万円以内、また、上記報酬等限度額とは別枠で、譲渡制限付株式の付与の
ために支給する金銭報酬債権として、監査等委員でない取締役に対して年額21百万円を限度とし、
かつ株式数5,200株を限度として支給することが令和３年３月30日開催の第102回定時株主総会に
おいて決議されております。当該決議に係る監査等委員でない取締役の員数は７名、監査等委員であ
る取締役の員数は５名であります。

（監査等委員でない取締役）
報酬等決定方法
　監査等委員でない取締役については、株主総会で決議されました報酬等限度額の範囲内で、役員報
酬内規等の一定の基準及び代表取締役２名、代表取締役経験者１名、独立社外取締役４名の合計７名
で構成する指名・報酬委員会で決定した業績連動報酬である役員賞与並びに譲渡制限付株式の付与の
ために支給する金銭報酬債権の役位別配分割合を基に、令和５年３月29日開催の取締役会において
取締役の個人別の報酬等額の算出の授権を受けた代表取締役社長多木隆元が決定しております。これ
らの手続きを経て取締役の個人別の報酬等額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定
方針に沿うものであり、相当であると判断しております。
　なお、代表取締役社長に委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、当社グループの経営状況
等を当社グループにおいて最も熟知し、総合的に取締役の報酬等額を決定できると判断したためであ
り、構成員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の審議を経て決定されることから、恣
意的な決定はなされず権限が適切に行使されるための措置が講じられております。なお、当該方針は
指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会で決議したものであります。
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各報酬等の仕組み
イ．固定報酬
　個人別の報酬等額に係る役員報酬内規等の一定の基準については、役位や在任年数別に定期同額の
金銭報酬である基準月額を定めております。改定は世間水準及び従業員給与との均衡を考慮してなさ
れます。毎年３月に決定し、４月から支給いたします。

ロ．役員賞与
　短期的なインセンティブを与え積極的な業務執行に資するための業績連動報酬である役員賞与につ
いては、取締役会において決議した当社の経常利益予算額を指標とし、計算式により求められる総額
を指名・報酬委員会で決定した役位別配分係数（係数は上位の役位ほど大きくなるように設定）によ
り個人別に決定いたします。役員賞与総額は固定報酬と合わせて株主総会で決議された監査等委員で
ない取締役の報酬等限度額以内で、かつ50百万円以内とし、連結及び当社の経常利益予算額が２億
50百万円未満の場合は支給いたしません。指標とした当事業年度の当社の経常利益予算額は20億17
百万円、支給月は３月であります。

ハ．譲渡制限付株式報酬
　中長期的なインセンティブを与えるための譲渡制限付株式報酬を付与するための金銭報酬債権の額
は、令和３年３月30日開催の第102回定時株主総会において決議された限度額、限度株数内で指
名・報酬委員会で決定した役位別配分係数（係数は上位の役位ほど大きくなるように設定）により個
人別に決定いたします。毎年１回、定時株主総会終了後の最初に開催する取締役会の決議を経て、翌
月支給することとしております。

ニ．報酬等総額の割合
　固定報酬と業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬の報酬等総額に対する割合は、役位別の取締役人
数、経常利益予算額、株価などにより変動いたしますが、概ね固定報酬80％、業績連動報酬10％、
譲渡制限付株式報酬10％程度となります。
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役 員 区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役（監査等委員を除く） 188 145 21 20 8

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

35
（20）

35
（20) － － 7

（5）
合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

223
（20）

181
（20）

21
(－）

20
（－）

15
（5）

（監査等委員である取締役）
　業務執行から独立した立場での監査・監督機能が重視されることから、業績を反映することは行わ
ず、固定報酬である月額報酬のみで役員賞与や譲渡制限付株式報酬は支給いたしません。個人別の報
酬額の具体的内容については、監査等委員の協議により決定いたします。

　なお、取締役でない執行役員に対しても監査等委員でない取締役と同様の制度を導入することを令
和３年３月30日開催の取締役会において決議しております。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

（注）１. 上記には、令和５年３月29日開催の第104回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員を除く）
１名、取締役（監査等委員）２名を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の状況 当 社 と の 関 係

社外取締役
（監査等委員） 岩木達郎 岩 木 達 郎 税 理 士 事 務 所 所 長 特別の関係はありません

社外取締役
（監査等委員） 北嶋紀子

フ ェ ニ ッ ク ス 法 律 事 務 所 共 同 代 表 特別の関係はありません

ダ イ ト ロ ン 株 式 会 社 社外監査役 特別の関係はありません

大 栄 環 境 株 式 会 社 社外監査役 特別の関係はありません

区 分 氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
（監査等委員） 田村弘昭

当事業年度に開催した取締役会14回の全てに、監査等委員会13回の全てに、
指名・報酬委員会６回の全てに出席いたしました。
他社での豊富な経営経験と高い見識に基づき客観的、中立、独立した立場から
必要な発言を行っております。

社外取締役
（監査等委員） 岩木達郎

当事業年度に開催した取締役会14回の全てに、監査等委員会13回の全てに、
指名・報酬委員会６回の全てに出席いたしました。
税理士として培われた専門的な経験と高い見識に基づき客観的、中立、独立し
た立場から必要な発言を行っております。

社外取締役
（監査等委員） 重田昇三

当事業年度に開催した取締役会14回の全てに、監査等委員会13回の全てに、
指名・報酬委員会６回の全てに出席いたしました。
他社での豊富な経営経験と高い見識に基づき客観的、中立、独立した立場から
必要な発言を行っております。

社外取締役
（監査等委員） 北嶋紀子

就任後に開催した取締役会10回の全てに、また監査等委員会10回の全てに、
指名・報酬委員会６回の全てに出席いたしました。
弁護士として培われた専門的な経験と高い見識に基づき客観的、中立、独立し
た立場から必要な発言を行っております。

(3) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

② 当事業年度における主な活動状況等
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区 分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30百万円

４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であ
るかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

27



連結計算書類

連結貸借対照表（令和５年12月31日現在） (単位：百万円)
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

水 道 施 設 利 用 権 等

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

23,784
5,075
9,233
2,248
6,449
790
△12

27,515
16,380
6,290
1,266
145
7,086
336
1,255
326
317
9

10,807
10,605

57
179
△34　

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 8,503
買 掛 金 5,904
短 期 借 入 金 373
1年内返済予定の長期借入金 60
リ ー ス 債 務 35
未 払 金 1,218
未 払 法 人 税 等 174
未 払 消 費 税 等 109
賞 与 引 当 金 42
そ の 他 584

固 定 負 債 8,897
長 期 借 入 金 335
リ ー ス 債 務 342
繰 延 税 金 負 債 1,789
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,733
預 り 保 証 金 2,550
そ の 他 146

負 債 合 計 17,400
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 28,632
資 本 金 2,147
資 本 剰 余 金 1,420
利 益 剰 余 金 26,435
自 己 株 式 △1,370
その他の包括利益累計額 5,187
その他有価証券評価差額金 5,199
退職給付に係る調整累計額 △12
非 支 配 株 主 持 分 79
純 資 産 合 計 33,899

資 産 合 計 51,299 負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,299
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連結損益計算書（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで） (単位：百万円)

科　　目 金　　額

売 上 高 34,852
売 上 原 価 27,922

売 上 総 利 益 6,929
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,016

営 業 利 益 912
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4
受 取 配 当 金 375
そ の 他 91 472

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11
固 定 資 産 除 却 損 25
そ の 他 9 47
経 常 利 益 1,337

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 404
補 助 金 収 入 214 618
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,956
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 687
法 人 税 等 調 整 額 △58 628
当 期 純 利 益 1,328
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 28
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,356
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計算書類

貸借対照表（令和５年12月31日現在） (単位：百万円)
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
水 道 施 設 利 用 権 等
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
入 会 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

19,434
3,044
700
7,589
961
4,127
242
1,803
35
121
808
△0

24,208
11,398
4,227
591
908
4

132
3,941
336
1,254
324
317
7

12,485
9,316
3,043
25
67
63
△32　

( 負 債 の 部 )
流 動 負 債 7,122
買 掛 金 4,964
短 期 借 入 金 333
リ ー ス 債 務 31
未 払 金 1,067
未 払 法 人 税 等 140
未 払 消 費 税 等 89
預 り 金 254
そ の 他 242

固 定 負 債 7,427
リ ー ス 債 務 338
繰 延 税 金 負 債 1,289
退 職 給 付 引 当 金 3,356
預 り 保 証 金 2,295
そ の 他 146

負 債 合 計 14,550
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 24,121
資 本 金 2,147
資 本 剰 余 金 1,319
資 本 準 備 金 1,217
そ の 他 資 本 剰 余 金 102
利 益 剰 余 金 22,168
利 益 準 備 金 368
そ の 他 利 益 剰 余 金 21,799
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 789
別 途 積 立 金 5,337
繰 越 利 益 剰 余 金 15,673

自 己 株 式 △1,513
評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,970
その他有価証券評価差額金 4,970
純 資 産 合 計 29,092

資 産 合 計 43,642 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,642
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損益計算書（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで） (単位：百万円)

科　　目 金　　額

売 上 高 27,057
売 上 原 価 21,209

売 上 総 利 益 5,848
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,018

営 業 利 益 830
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 413
関 係 会 社 業 務 受 託 料 24
そ の 他 95 535

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9
固 定 資 産 除 却 損 25
そ の 他 9 43
経 常 利 益 1,321

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 404
補 助 金 収 入 214 618
税 引 前 当 期 純 利 益 1,940
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 571
法 人 税 等 調 整 額 △50 520
当 期 純 利 益 1,419
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監査報告

独立監査人の監査報告書
多 木 化 学 株 式 会 社

取締役会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 前 　 泰 洋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 　 良 一

令和６年２月15日
EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、多木化学株式会社の令和５年１月１日から令和５年12月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
多木化学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

多 木 化 学 株 式 会 社
取締役会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 前 　 泰 洋
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 　 良 一

令和６年２月15日
EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、多木化学株式会社の令和５年１月１日から令和５年
12月31日までの第105期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査報告書
　当監査等委員会は、令和５年１月１日から令和５年12月31日までの第105期事業年度における取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を
実施いたしました。

(1) 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部
門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

(2) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す
る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和６年２月16日

多木化学株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 下 山 　 昌 彦 ㊞
監査等委員（社外取締役） 田 村 　 弘 昭 ㊞
監査等委員（社外取締役） 岩 木 　 達 郎 ㊞
監査等委員（社外取締役） 重 田 　 昇 三 ㊞
監査等委員（社外取締役） 北 嶋 　 紀 子 ㊞

　
以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

加古川プラザホテル 2階 電話（079）421-8877

交通の
ご案内 JR加古川駅南口より徒歩約5分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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※本株主総会専用の駐車場の用意はございませんので、公共交通機関をご利用ください。


